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令和５年度聴覚障害児支援中核機能モデル事業 事業報告 

長 崎 県  

１ 地域の現状と課題 

長崎県の新生児聴覚スクリーニング検査、その後の精密検査の受診率は全国的にも

非常に高い。 

一方で、聴覚障害の発見後の療育や家族支援に関しては、医療、福祉、保健の連携

が不十分である。 

県央地区（大村市）や県北地区（佐世保市）には療育機関である、ろう学校があ

り、医療と教育の連携は十分になされてきたが、人口が多い長崎市にはろう学校がな

く、新生児で難聴が確認された場合、ろう学校教育相談で定期的に車で１時間近く要

したり、離島等交通の不便な地域の難聴児については、本土地区までの通院が必要で

あるなど、療育支援体制の整備が課題である。 

 

２ 都道府県等におけるこれまでの聴覚障害児支援に係る活動・取組 

本県においては、平成１５年より「長崎県新生児聴覚検査検討協議会」を設置し、

新生児に対して聴覚スクリーニング検査を実施しており、精密検査において異常があ

ると認められる新生児に対し、検査実施機関での治療や療育機関における補聴器の装

用指導等、状態に応じた療育を提供することにつながっている。 

 

３ 本事業における取組 

（１）協議会の設置について 

①協議会の構成員（所属（役職）） 

番号 所 属 ・ 役 職 等 

1 長崎県医師会会長 

2 長崎県耳鼻咽喉科医会乳幼児医療委員長 

3 長崎大学病院長 

4 長崎大学病院耳鼻咽喉科教授 

5 長崎大学医学部産婦人科教授 

6 長崎大学医学部小児科教授 

7 国立病院機構長崎医療センター耳鼻咽喉科部長 

8 佐世保市総合医療センター耳鼻いんこう科科長 

9 県立こども医療福祉センター所長 

10 長崎県市町村保健師会代表 



2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局：障害福祉課課長補佐、主任主事、医療法人萌悠会耳鼻咽喉科 神田 

E・N・T医院 

 

②協議会の開催回数、開催日、議題及び出席状況 

回 開催日 議 題 出席者数 

第１回 令和５年１１月７日 

20:00～21:00 

事業概要説明として計画

内容を説明 

２３名中１９名 

第２回 令和６年３月２２日 

16:30～17:30 

事業報告 ２３名中１８名 

 

③コーディネーターの職種及び経験年数 

 ・職  種：元ろう学校教育相談聴能士 

 ・経験年数：４５年（ろう教育） 

 

④コーディネーターの主な役割 

・コーディネーターを中心に医療（産婦人科、小児科、耳鼻咽喉科）・福祉・教

育（ろう学校）が連携し、聴覚障害児の直接・間接的な支援を行う。 

 

    ⑤訪問リハ事業の実施 

・小児期に発見された難聴児に対して家族の精神的ケア、サポートをしなが 

ら、療育内容、療育方法をガイダンスし、必要時家庭を訪問して療育方法を 

11 保健所代表 

12 長崎県言語聴覚士会理事 

13 長崎県立ろう学校 

14 国立病院機構長崎医療センター耳鼻咽喉科医師 

15 ながさき難聴☆親子の会代表 

16 長崎県立ろう学校校長 

17 一般社団法人日本手話通訳士協会長崎県支部長 

18 一般社団法人長崎県ろうあ協会会長 

19 全国手話通訳問題研究会長崎支部支部長 

20 医療法人萌悠会耳鼻咽喉科 神田 E・N・T医院（コーディネーター） 

21 長崎県こども家庭課長 

22 長崎県教育庁特別支援教育課長 

23 長崎県障害福祉課長 
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実践しつつ、アドバイスを与えた。 

・受付事務や相談の窓口となる人員を配備。さらにコーディネーターを設置し 

て、ろう教育 45年の経験を交えながら家族や難聴児に対する支援を行った。 

・これまでの難聴児教育のネットワークを生かして療育ができる「難聴児教育専 

門家」や言語聴覚士、医師らにより自宅での家庭訪問や療育、療育指導を行い 

つつ次世代に繋げていく体制を構築した。 

・難聴が発見された小児への訪問療育指導、学校や療育先の児童発達支援事業所 

の訪問指導などの支援を行った。 

・長崎県においても共働き家庭やシングルマザーなど家庭的な理由により十分な 

療育を受けることができにくい場合があり、家庭訪問など個別に巡回支援を行 

った。難聴児家庭訪問リハビリテーションは 12か所に行った。  

 

（２）関係機関との連携 

①現状 

・長崎県では、「Dejima 医療と教育研究会」（医療、教育、メディア等の多職 

種）を開催し、関係機関との連携に取り組んできた。 

 

②実施内容及び手法 

・医療法人 萌悠会耳鼻咽喉科 神田 E・N・T医院に委託。 

・コーディネーターを中心に医療（産婦人科、小児科、耳鼻咽喉科）・福祉・ 

教育（ろう学校）が連携し、聴覚障害児の直接・間接的な支援を行う。 

・メールや電話連絡を中心に、２か月に１回の頻度で対応。 

・「Dejima 医療と教育研究会」（医療、教育、メディア等の多職種）での関係 

 機関との連携について協議を２回実施。 

・令和２年度モデル事業で立ち上げた相談窓口と情報発信を目的としたホーム 

ページ更新を随時実施。 

 

③結果 

・聴覚障害児に対する医療・保健、療育・教育、支援機関等の多職種間へと連 

携強化することで、より密で細やかな聴覚障害児への支援が行える体制を整 

備した。 
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（３）家族支援の実施 

①現状 

 ・当事者や家族の会である「ながさき難聴☆親子の会」については、長崎市を 

中心に勉強会を開催し、初めて障害の告知が受けた保護者への支援、家庭で 

の療育の方法の助言等を行っている。 

 

②実施内容及び手法 

・医療法人 萌悠会耳鼻咽喉科 神田 E・N・T医院に委託。 

・当事者や家族の会である「ながさき難聴☆親子の会」及び補聴器・人工内耳 

装用児（者）の会「長崎ヘレンの会」を通じて、初めて障害の告知を受けた 

保護者への支援や情報交換を目的にセミナーを実施。 

回 開催日 内 容 出席者 

第１回 令和５年１１月１１日 

13:00～15:00 

当事者の体験談発

表、座談会 

保護者、体験談発表

者、スタッフ、アド

バイザー（１９名出

席） 

第２回 令和６年１月２０日 

12:30～15:00 

当事者の体験談発

表、座談会 

保護者、体験談発表

者、スタッフ、アド

バイザー（１８名出

席） 

第３回 令和６年３月９日 

12:30～15:00 

当事者の体験談発

表、座談会 

保護者、体験談発表

者、スタッフ、アド

バイザー（３３名出

席） 

 

③結果（対象者、実施回数及び支援内容等） 

 ・延べ参加者数７０名 

 

（４）巡回支援の実施 

①現状 

 ・難聴が発見された後の家族支援や、離島や僻地など居住地域で十分な療育を 

受けることが難しい場合がある。 
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②実施内容及び手法 

・医療法人 萌悠会耳鼻咽喉科 神田 E・N・T医院に委託。 

・コーディネーターを中心にろう学校元教員、相談支援専門員、言語聴覚士、 

医師等の専門家が離島の総合医療機関、児童発達支援事業所、離島の公立小 

学校及び家庭を訪問し、療育支援を実施。 

 

③結果（対象者、実施回数及び支援内容等） 

巡回先 ① 関係機関：離島の総合医療機関２か所、児童発達支援事業 

所１か所、離島の公立小学校１か所 

② 家庭訪問：１２か所  

巡回頻度 月１回 

 

（５）聴覚障害児の支援方法に係る研修の実施 

①現状 

 ・聴覚障害児の通う保育所、幼稚園、福祉サービス事業所、学校や難聴学級先 

生等の職員が、聴覚障害児の支援方法を習熟する機会を設ける必要がある。 

 

②研修内容及び手法（講義、グループワーク、ケースカンファレンス等）  

 ・研修実施者 長崎県（委託先：医療法人萌悠会 神田 E・N・T医院） 

回 開催日 内 容 受講者 

第１回 令和６年２月１５日 

17:00～21:00 

新生児聴覚検査及び小

児難聴に関する講演会

（内耳形態異常や遺伝

子変異解析症例での人

工内耳の効果等） 

新生児聴覚スク

リーニング、小

児難聴医療に関

わる医療・療育

関係者（約５０

名出席） 

第２回 令和６年２月２３日 

12:00～17:00 

聴覚障害児支援中核モ

デル事業研修会（新生

児聴覚スクリーニング

の歴史、難聴児当事者

による体験談、座談会

等） 

小児難聴に関わ

る療育関係者、

保護者（約１３

０名出席） 
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③結果（対象者（所属、職種等）、研修回数及び研修内容等） 

・延べ受講者数約１８０名 

 

４ 考察（本事業の実施前後における改善内容） 

  ・訪問リハビリテーションは海外モデルを取り入れた初めての試みだったが、訪 

問先の家庭から好意的な意見や継続して欲しいという声が多く見られた。 

  【訪問先へのアンケート（抜粋）】 

・自宅にあるおもちゃで療育をしてもらって大変良かった 

・遊び方や先生方が家で話しかけているのを見てこのように話したら良いのだ 

と良くわかった 

・家庭なので落ち着いて自然な状態で見てもらえたので適切なアドバイスがも 

らえた 

・難聴だけでなく子育て全般に大事だと思う 

・令和６年度以降については、令和５年度事業で構築することができた関係機関 

とのネットワークを継続するとともに、離島での巡回支援については本事業で 

購入した機材を今後も活用しながら支援をしていく。 

  ・聴覚障害児支援に関する研修会等については、多くの専門職や療育関係者、難 

聴児とそのご家族、難聴児支援団体、行政、県会議員、補聴器や人工内耳メー 

カー、要約・通訳者などが一同に会し、知識を高め、交流できることから、今 

後も開催を検討していく。 
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（参考）巡回支援の記録・アンケート 
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